
平成２４年７月１８日

平成２３年情報処理実態調査の結果をとりまとめました

経済産業省は、平成２３年情報処理実態調査を実施し、今般、調査の結果をとり

まとめましたので公表致します。本調査は、ＩＴによる全体最適化の実現に向けたＩＴ

施策の形成・運営、情報セキュリティにかかる施策の形成・運営、その他の注目され

ているＩＴ施策の形成・運営を目指し、実施する公式統計です。

１．調査結果のポイント

（１）平成２２年度の「クラウド・コンピューティング利用率」は前年度差＋６.３ポイント

（９.７％→１６.０％）と上昇し、利用が急拡大している。また「PaaS」や「IaaS」の利

用や、「セキュリティ」、「財務・会計」、「人事・給与」などでの利用が増えており、

利用が多様化している。

（２）情報セキュリティトラブルの中で、USB 経由のウィルス感染や携帯情報端末の

盗難・紛失など、モバイル端末利用などに伴う情報セキュリティトラブルの発生が

目立っている。

（３）平成２２年度の「一社平均の情報処理関係諸経費」は、前年度比▲６.９％（６.２

億円→５.８億円）と３年連続で低下した。しかし、企業業績の回復から低下幅は

前年度より小さくなった。また「情報処理関係諸経費の対年間事業収入比」も、

前年度差▲０.１ポイント（１.１％→１.０％）と低下したものの、平成１８年度以降横

ばいで推移している。

（４）「EDI（Electronic Data Interchange；電子データ交換）利用率」は前年度差＋１.

２ポイント（６５.４％→６６.６％）と、平成１８年度以降頭打ちとなっている。しかし、

「財務・会計」（３８.５％→４０.９％）や「人事・給与」（２９.５％→３２.４％）など従来

EDI があまり適用されてこなかった業務領域における EDI 利用率が上昇し、EDI

利用のすそ野が広がっている。

（５）東日本大震災の影響が、被災県（岩手県、宮城県、福島県）における外部要因

によるシステム停止の増加（１４.３％→７１.６％）、平成２３年度稼働システムの

不具合の急増（２.０回→２.４回）などの形で現れた。

※調査結果の内容については、別添１（報告書概要）、別添２（報告書）を参照。



２．情報処理実態調査について

（１）調査対象範囲

日本標準産業分類に準拠した２６業種、資本金３，０００万円以上及び総

従業者５０人以上の民間事業者９，５００事業者。

（２）調査対象期日及び調査対象期間

調査対象期日：平成２３年３月３１日現在

調査対象期間：平成２２年４月１日～同２３年３月３１日までの１年間（平

成２２年度）

（３）利用上の注意

本資料、別添１（報告書概要）及び別添２（報告書）（以下、「本資料等」

とします。）の内容の全部又は一部については，私的使用又は引用等著作権法

上認められた行為として、適宜の方法により出所を明示することにより、引

用・転載複製を行うことが出来ます。
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